
資料－１

中国地方整備局事業評価監視委員会名簿

（平成１６年1２月1日現在、敬称略、順不同）

井　上　　矩　之

上　田　　　茂　

内　田  　和　子

杉　元　  邦太郎

千　葉    喬　三

堀　内　　日出夫

村　田　　秀　一

若　槻　　俊　二

【委員長】  

　 櫟　本 　   功

【副委員長】

　 道　上　　正

広島大学名誉教授

鳥取大学学長

福山大学工学部教授

鳥取大学工学部教授

岡山大学文学部教授

広島文教女子大学人間科学部教授

岡山大学副学長

中国経済連合会専務理事

山口大学工学部教授

㈱エブリプラン総括顧問

経済政策，地域経済

水工学，防災工学

交通工学・土木計画学

海洋構造工学,港湾工学

地理学

地域開発論，地域計画

地域生態管理学

地域経済

基礎・土質工学

地域経済

氏　　　名 所　　　属 専門分野等（専攻）
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資料－２
平成１６年度　第２回中国地方整備局事業評価監視委員会 審議一覧表（事後評価）

事業種別 事　業　名 備考

1 河川
芦田
あ し だ

川
が わ

特定
と く て い

構造物
こ う ぞ う ぶ つ

改築
か い ち く

事業
じ ぎ ょ う

（早田
は や た

堰
ぜ き

）

2 道路
一般
い っ ぱ ん

国道
こ く ど う

２号
ご う

小郡
お ご お り

道路
ど う ろ

3 道路
一般
い っ ぱ ん

国道
こ く ど う

５３号
ご う

河原
か わ は ら

道路
ど う ろ

4 営繕 官庁
かんちょう

営繕
え い ぜ ん

　久世
く せ

税務署
ぜ い む し ょ

事業年度

Ｓ4２～Ｈ１２

No. 事　業　概　要

　一般国道２号は、大阪市を起点とし、瀬戸内海沿岸の諸都市を連絡し、北
き た

九州
きゅうしゅう

市
し

に至る延長約６９０ｋｍの主要幹線道路として、山口県
やま ぐ ち け ん

の産業経済の

発展に大きく寄与している。

　小郡
おご お り

道路は、一般国道２号の高速ネットワークの形成、交通渋滞緩和並び

に交通安全確保を目的として、計画された山口市
や ま ぐ ち し

四辻
し つ つ じ

から山口市
や ま ぐ ち し

今坂
い ま さ か

に至る

延長１２．６ｋｍの４車線
しゃ せ ん

道路（一部高架）バイパスである。

芦田
あ し だ

川
か わ

の東支川高屋川
た か や が わ

の直轄区間は特にＪＲ高屋川
た か や が わ

橋梁と農業用水取水用の

固定堰により洪水
こう ず い

の流下能力が劣っている。このため、特定構造物改築事業

により流下能力を著しく阻害しているＪＲ高屋川
た か や が わ

橋梁改築と２つの固定堰

（王子
お う じ

堰、早田
は や た

堰）を撤去し、可動
か ど う

堰として統合して改築することにより高
た か

屋川
や が わ

の洪水
こ う ず い

流下能力の向上を図った。

Ｈ７～Ｈ１１

　一般国道５３号は、岡山
おか や ま

市
し

から鳥取
とっ と り

市
し

に至る延長約１４０ｋｍの路線であ

り、山陰
さん い ん

と山陽
さ ん よ う

を結ぶとともに中国縦貫自動車道へ接続する主要な幹線道路

として、鳥取
とっ と り

県東部地域の産業経済の発展に大きく寄与している。

　河原
かわ は ら

道路は、一般国道５３号の交通渋滞緩和、隘路
あ い ろ

区間の解消、沿道地域

の環境改善及び交通サービスの向上を目的として計画された鳥取市河原町
かわはらちょう

福
ふ く

和田
わ だ

から鳥取
とっ と り

市
し

河原町
かわはらちょう

円通寺
え ん つ う じ

に至る延長５．５ｋｍの２車線道路である。

Ｓ６２～Ｈ１２

Ｈ１２～Ｈ１３

　久世
く せ

税務署
ぜ い む し ょ

は、岡山県
おか や ま け ん

真庭郡
ま に わ ぐ ん

久世町
く せ ち ょ う

鍋屋
な べ や

地内にある税務署である。

　旧庁舎は、建物の老朽化、事務室の狭あい及び必要諸室の不足等により、

行政事務の執行や行政サービスの提供に支障を来していた。

　そのため、安全性を向上させ、狭あいを解消するとともに、併せて駐車場

を整備することにより、行政サービス・来庁者の利便性の向上を図ることを

目的とし、同所へ建て替え整備を行った。

　構造・規模：鉄筋コンクリート造２階建　１，２５５㎡
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日野川

斐伊川

千代川天神川

宍道湖
中海

江の川

高津川

高梁川

芦田川

小瀬川

佐波川

旭川

吉井川

太田川

日本海

瀬戸内海

隠岐諸島

島前

島後

神戸川

岡山市

広島市

鳥取市松江市

温井ダム

菅沢ダム

弥栄ダム

高瀬堰

土師ダム

島地川ダム

八田原ダム

坂根堰

芦田川河口堰

平成１６年度第２回中国地方整備局事業評価監視委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象事業位置図

山口県

島根県

広島県

岡山県

鳥取県

山口市

官庁営繕　久世税務署官庁営繕　久世税務署

芦田川特定構造物改築事業(早田堰早田堰)

一般国道５３号河原道路一般国道５３号河原道路

あ し だ が わ は や た ぜ き

く　 せ

かわはら

一般国道２号小郡道路
おごおり

▲

資料３

大山



各事業分野の現行マニュアルにおける残存価値の取扱い状況

港 湾 空 港 道 路 河 川 営 繕

対 象

非償却資産

（土地）

償却資産

荷役機械、上屋、建物、

上下架施設（クレーン、

等）

非償却資産

（用地関係費等）

償却資産に当たる建設

費、維持改良・再投資費

に対応する資産

評価期間末に便益とし
て計上

旧運輸省基本方針に準
拠

非償却資産

（用地費）

非償却資産

構造物以外の堤防及び

低水路等、用地

償却資産

（護岸等の構造物、ダム）

取扱い
評価期間末に便益として
計上

評価期間末に費用から
控除してもよい

評価期間末に費用から
控除

計上しない

考え方
旧運輸省基本方針に準
拠

旧建設省運用指針に準
拠

旧建設省運用指針に準
拠

資料－４

平成１６年２月６日「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」策定

公共事業評価の手引Ｐ６３
「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針策定のポイント」より

基本的には評価期間以降に発生する純便益とする。ただし、
純便益の計測が実務的に困難な場合は、土地の取得価格
や減価償却の概念の援用等により算定してもよい。

○残存価値について
旧建設省運用方針・・・費用として計上

旧運輸省基本方針・・・便益として計上

従来の考え方 技術指針における考え方



第２項 残存価値

○残存価値を計上する場合は、理論的な考えに則り、評価期間以降に発生する純便益を算定し、これを
便益として計上する。

○ただし、評価期間以降に発生する純便益を遠い将来にわたって計測することが実務的に困難な場合は、
非償却資産については取得時の価格等によって、償却資産については企業会計の減価償却の概念の
援用等によって求めた評価期間末の資産の額を残存価値としてもよい。

○なお、事業の評価期間末において、非償却資産や耐用年数に達してないなどにより十分な価値を有す
る償却資産が残る場合は、その資産を残存価値として計上してもよい。

「公共事業評価の手引」Ｐ７６より



平成１６年２月６日「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」策定後の見直し状況

港 湾 空 港 道 路 河 川 営 繕

改訂状況

「港湾整備事業の費用

対効果分析マニュア

ル」

Ｈ１６年６月

「空港整備事業の費用

対効果分析マニュアル

Ｖｅｒ．３」

Ｈ１６年７月

評価期間末に便益とし
て計上

見直し作業中

※当面「費用便益分析

マニュアル」

平成１５年８月

見直し作業中

※当面「治水経済調査

マニュアル（案）」

平成１２年５月

事務連絡

「費用対効果の算定手

法について」

Ｈ１６年２月

残存価値
取扱い

評価期間末に便益とし
て計上

検討中 便益として計上見込み 計上しない


